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【目 次】

■はじめに
盛岡市人口ビジョンは、本市の人口の現状と人口の将来展望

を示すために策定しているものです。また、本市の人口対策である
盛岡市まち・ひと・ しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」とい
う。）の策定等に向けた基礎資料としても活用しており、平成27
（2015）年度の初版以降、総合戦略の改定等のタイミングに
併せて改定を行ってきました。今般、令和６（2024）年度末で
計画期間を終える総合戦略が改定*となることに併せて、最新の
人口動態や将来人口推計を盛り込むなどの改正を行いました。

（*令和７年度を始期とする総合戦略は、盛岡市総合計画（令和７
（2025）年度～令和16（2034）年度）に位置付けられます。）

■用語について
人口は、出生・転入により増加し、死亡・転出により減少し

ます。出生・死亡・移動（転入・転出）は、人口移動の三要
素といわれ、人口の増減に直接的な影響を与えています。
本ビジョンでは、次のとおり区分して記載しています。

「自然動態（自然増減）」…出生・死亡の増減
「社会動態（社会増減）」…転入・転出の増減

「転入超過」…転入者数－転出者数がプラス（＋）の値
「転出超過」…転入者数－転出者数がマイナス（－）の値

人口動態 1-1 総人口の長期的推移 ･･･ 2
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【人口動態】 1-1 総人口の長期的推移

2資料：国勢調査、岩手県人口移動報告年報（10月１日現在 推計人口）https://www3.pref.iwate.jp/webdb/view/outside/s14Tokei/tyosaBtKekka.html/I002
*組替人口…合併前の都南村・玉山村を含んだ人口

◼本市の人口は、平成4（1992）年の都南村との合併、平成18（2006）年の玉山村との合併を経て、長期的に増加を続けてきた。合併前の村を含めた組替人口*では
平成12（2000）年がピークだった。

◼平成18（2006）年から減少傾向に転じたが、東日本大震災が発生した平成23（2011）年以降、沿岸部からの避難者等の転入により一時的に微増した。
◼平成27（2015）年以降は減少が加速し、現在に至るまで減少が続いている。
◼全国では平成20（2008）年をピークに総人口が減少しており、全国よりも8年早く減少局面に入っている。（組替人口との比較）

https://www3.pref.iwate.jp/webdb/view/outside/s14Tokei/tyosaBtKekka.html/I002


【人口動態】 1-2 年齢３区分別人口の推移

■主要な働き手となる生産年齢人口（15～64歳）の割合が減少する一方で、老年人口（65歳以上）の割合が継続的に増加している。
■平成22（2010）年から令和２（2020）年にかけて、生産年齢人口は総人口の65.3％から59.6％へ減少し（5.7ポイントの減（△24,770人））、老年人口は総人
口の21.6％から28.4％へ増加した。（6.8ポイントの増（+16,314人））

■令和32（2050）年には、老年人口の割合が総人口の4割に高まる一方、生産年齢人口は5割に低下する見通しで、労働力不足の深刻化などが懸念される。
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資料：（～2020年）国勢調査（合併前の数値を含む組替人口（1992年旧都南村、2006年 旧玉山村）、市統計書）、年齢不詳を除く。

（2025年～）*国立社会保障・人口問題研究所（社人研）「日本の地域別将来推計人口（2023年推計・市町村別）」 https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/2gaiyo_hyo/gaiyo.asp

実績← →推計（社人研*2023推計）

https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/2gaiyo_hyo/gaiyo.asp


【人口動態】 1-3 自然増減・社会増減の推移①（日本人住民）

■自然動態は、出生者数の減少（少子化）と死亡者数の増加（高齢化）が同時に進行し、長期的に減少している 。
■社会動態は、平成８（1996）年以降500人以上の規模で転出超過が継続していたが、東日本大震災後の平成23（2011）年以降、沿岸部からの避難等により一時
的に転入超過となる。平成27（2015）年より再び転出超過に転じ、コロナ禍の影響で転出超過数が一時的に減少した令和3（2021）年～令和4（2022）年を除き、
令和5（2023）年以降はコロナ禍前の水準まで転出超過が拡大している。

4
資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（社会増加数・自然増加数） 合併前の旧玉山村を含む組替人口

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241

東日本大震災
（2011）

新型コロナ国内初感染（2020）
新型コロナ5類移行（2023）

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241


【人口動態】 1-4 自然増減・社会増減の推移②（外国人住民・総数）

◼ 【外国人住民】自然動態は出生数の増加により微増傾向、社会動態も転入超過が続き増加傾向にある。（コロナ禍の令和3（2021）年～令和4（2022）年を除く）
◼ 【総数】平成27（2015）年以降に減少局面になり、特にこの10年で自然減・社会減の両方が進行し、急速に人口減少が加速している。

5
資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（社会増加数・自然増加数・人口）https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241

年 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

人口（人） 1,292 1,355 1,414 1,427 1,437 1,469 1,674 1,615 1,504 1,747 1,963

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241


【人口動態】 1-5 転入者・転出者・出生者数・死亡者数の推移①（日本人住民）

◼ 【転入者・転出者】平成8（1996）年以降、転出者数が転入者数を上回っている。東日本大震災後の平成23（2011）年以降、一時的に転入者が上回るが、平成27
（2015）年以降は転出者が上回る。

◼ 【出生者・死亡者】出生者数は長期的に減少し、死亡者数は平成23（2011）年に出生者数を上回り、少子高齢化の急激な進行により、毎年過去最少・最大値を更新し
ている。

6
資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（転入者数・転出者数・出生者数・死亡者数） 合併前の旧玉山村を含む組替人口

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241


【人口動態】 1-6 転入者・転出者・出生者数・死亡者数の推移②（外国人住民・総数）

◼ 【外国人住民】転入者が転出者を上回る状態が継続（コロナ禍の令和4（2022）年以外）。近年では特定技能、留学の在留資格割合が増加している。出生者数・死亡
者数は少数で大きな変化はない。

◼ 【総数】平成27（2015）年以降、出生数者の減少と死亡者数の増加や、転出者数が転入者数よりも上回る状況が継続している。
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資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（転入者数・転出者数・出生者数・死亡者数） 総数は日本人住民と外国人住民の計。 外国人住民登録は2012年7月より開始。
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241
法務省「在留外国人統計」 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00250012

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00250012


【人口動態】 1-7 自然増減・社会増減が人口に与えた影響（散布図）

◼平成8（1996）年から平成11（1999）年、平成16（2004）年は主に自然増による人口増加、平成23（2011）年から平成24（2014）年は社会増による人口増
加を示している。

◼平成12（2000）年から平成22（2010）年までは社会減による人口減少を示している。（平成16（2004）年を除く）
◼平成27（2015）年以降は、自然減・社会減のどちらも進行しており、急速に人口減少が進んでいる。
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資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（社会増減数・自然増減数）（日本人データのみ使用）

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241
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⑤⑥

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241


【人口動態】 1-8 地区別の人口増減

◼市の南・西部の見前、太田、本宮地区や中心部の桜城地区で増加、北部の玉山地域（渋民以外）、松園、北厨川地区で減少している。
◼人口増加地域は、市街地の整備による新たな宅地開発や分譲マンション建設などによる影響がある。
◼人口減少地域は、市全体に比べて、若年人口（0-14歳）の割合が少なく、老年人口（65歳以上）の割合が高い地域が多い。
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資料：盛岡市ホームページ 「町丁字別・年齢5歳階級別・男女別人口及び世帯数（各年度3月末） https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/1027188/1019915/1026530.html 
盛岡市都市計画マスタープラン https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/toshikei/1009888/1036219.html
（データ上の制約から 、各地区に含まれる町丁・字は、市のコミュニティ推進地区と 完全には一致しない。）

https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/1027188/1019915/1026530.html
https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/toshikei/1009888/1036219.html
https://www.city.morioka.iwate.jp/kurashi/shiminkatsudo/jichikai/1001908.html


【自然動態】 2-1 合計特殊出生率の推移

◼本市の合計特殊出生率は長期にわたり減少傾向だったが、平成17（2005）年頃から上昇し平成27（2015）年には1.4人台に回復、その後再び下降傾向にある。
◼令和4（2022）年の盛岡市の合計特殊出生率は1.36で、岩手県の1.40を下回っているが全国の1.26を上回っている。
◼出生数は令和２（2020）年から2,000人を割り込む状態になり、減少が加速している。
◼出生率低下に影響を与えているといわれている「未婚化・晩婚化・若い世代の出生率低下・女性人口（15-49歳）の減少」が進行している。
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資料：令和６年度保健所概要 資料編「令和4年人口動態統計(盛岡市)」 https://www.city.morioka.iwate.jp/kenkou/hokenjo/hokenjonitsuite/hokenjogaiyo/1049655.html

（岩手県は県「保健福祉年報」、全国は厚生労働省「人口動態統計」）（戸籍法により届けられた数が調査対象であり、住民票記載数に基づく出生者数（1-5、1-6）とは数値が異なる）

合計特殊出生率…15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの（一人の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当）

https://www.city.morioka.iwate.jp/kenkou/hokenjo/hokenjonitsuite/hokenjogaiyo/1049655.html


【自然動態】 2-2 婚姻率・初婚年齢・出生数と母の年齢・未婚率と有配偶出生率

◼本市の「婚姻率」は年々減少し、「初婚年齢」は男女とも年々上昇傾向で、未婚化・晩婚化が進行している。
◼出生時の母の年齢が34歳以下の人数が年々減少しており、若い世代全般で出生率が低下している。35歳以上の母の出生数は横ばいである。
◼合計特殊出生率の背景要因となる「未婚率と有配偶出生率」の全国自治体（市区町村）との比較では、本市は全国平均並みである。
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資料：岩手県保健福祉年報（第4表年次別人口動態実数及び率（保健所別））
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/hokenfukushi/toukei/1073494.html

資料：岩手県保健福祉年報（第41表 婚姻の種類別婚姻件数・平均年齢，市町村別）より本市加工
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/hokenfukushi/toukei/1073494.html

未婚率と有配偶出生率の状況（2020年、盛岡市,全国自治体比較）

盛岡市は未婚率(女）・
有配偶出生率ともに
全国自治体比較で平均並み
（赤線は全国平均）

◆全国平均
X軸（未婚率・女） 39.52
Y軸（有配偶出生率）70.35

◆盛岡市
X軸（未婚率・女） 40.65
Y軸（有配偶出生率）69.14

資料：内閣府「RESAS（地域経済分析システム）人口マップ人口の自然増減（地域少子化・働き方指標）」
https://resas.go.jp/

資料：岩手県保健福祉年報（第9表 出生数，性・母の年齢（5歳階級）・市町村別）より本市加工
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/hokenfukushi/toukei/1073494.html

https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/hokenfukushi/toukei/1073494.html
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/hokenfukushi/toukei/1073494.html
https://resas.go.jp/
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/hokenfukushi/toukei/1073494.html


【自然動態】 2-3 女性人口の推移（15歳～49歳）

◼合計特殊出生率の対象年齢である15歳～49歳の女性人口は、本市において年々減少しており、平成7（1995）年から令和6（2024）年で34.7％減、平成27
（2015）年から令和6（2024）年で17.1％減、令和2（2020）年から令和6（2024）年で7.9％減となっている。

◼直近10年では、子育て世代である30代女性の減少が目立つ。
◼令和2（2020）年から令和6（2024）年では、コロナ禍などの影響により20代女性の減少は他の年代に比べ抑えられていたが、社会情勢の変化に伴い、今後の動向に着
目する必要がある。
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資料：岩手県人口移動報告年報（第7-3表 市町村別年齢別人口（５歳階級）） 合併前の旧玉山村を含む組替人口

https://www3.pref.iwate.jp/webdb/view/outside/s14Tokei/keywordKekka.html/%E3%81%AD/%E5%B9%B4%E5%A0%B1

https://www3.pref.iwate.jp/webdb/view/outside/s14Tokei/keywordKekka.html/%E3%81%AD/%E5%B9%B4%E5%A0%B1


【自然動態】 2-４ 死亡率の推移

◼死亡率は急速な高齢化の進展等により、毎年過去最大値を更新している。
◼主な死因別死亡率を見ると、「三大疾病」である悪性新生物、心疾患、脳血管疾患が上位を占めている。特に心疾患、脳血管疾患は、生活習慣の改善や早期発見・早期
治療によって改善できる疾病であることから、健康寿命の延伸（健康寿命と平均寿命の差の縮小）や健康格差の縮小（年代や性別による健康状態・健康への関心・行動の
格差縮小）に取り組み、誰もが健やかで心豊かに生活できる環境づくりが重要である。

13

資料：令和６年度保健所概要 資料編「令和4年人口動態統計(盛岡市)」 https://www.city.morioka.iwate.jp/kenkou/hokenjo/hokenjonitsuite/hokenjogaiyo/1049655.html
（岩手県は県「保健福祉年報」、全国は厚生労働省「人口動態統計」）（戸籍法により届けられた数が調査対象）
第３次もりおか健康21プラン～ 誰もが健やかで心豊かに生活できる社会 ～（案）https://www.city.morioka.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/049/678/21plan3rdhonbun.pdf

https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/fukushikei/1009952.html

https://www.city.morioka.iwate.jp/kenkou/hokenjo/hokenjonitsuite/hokenjogaiyo/1049655.html
https://www.city.morioka.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/049/678/21plan3rdhonbun.pdf
https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/fukushikei/1009952.html


【社会動態】 3-1 年齢階級別純移動数の時系列分析

◼本市の社会増減は、主に若年層の進学や就職による移動の影響を大きく受けている。
◼男女とも、進学期の15歳から19歳に転入超過となり、就職期の25歳から29歳に転出超過となっている。
◼男性は30代から転入超過となるが、女性は50代まで転出超過が続き60代から転入超過となっているなど、特にも生産年齢人口の女性の流出が続いている。

14資料：国勢調査、都道府県別生命表（厚生労働省）による内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成資料



【社会動態】 3-2 年齢別・地域別（県内・県外）の社会増減の内訳

◼令和5（2023）年の地域別の社会増減では、15歳から19歳までの進学期で県内他地域からの転入超過があり減少が抑えられているが、20歳から29歳までの就職期に他
県への転出超過が顕著であり、本市の社会減に大きな影響を与えている。

◼希望に合う就職先を求めて転出する若年層が多いと考えられることから、雇用の質の充実や選択肢を増やすなど魅力ある雇用の創出や、働きやすく暮らしやすい環境づくりなど、
若年層が本市で働き、住み続けたいと思える取組を進めることが重要である。

15
資料：住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成）を本市で加工

他県への
転出超過の影響大



【社会動態】 3-3 地域ブロック別の社会増減の内訳①（男女別）

◼令和5（2023）年の本市の主な転出超過地域は、男女とも、「東京圏」「仙台市」、転入超過地域は「県内（盛岡広域以外）」「青森県・秋田県」の順で多い。
◼男女別では、女性は男性の約1.9倍転出超過数が多い。

16
資料：住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成）を本市で加工



【社会動態】 3-4 地域ブロック別の社会増減の内訳②（年代・男女別）

◼令和5（2023）年の15歳から39歳までの社会増減を地域ブロック別で詳しく見ると次のとおりとなる。
・「盛岡広域圏」は、男女とも25歳以下で転入超過となるものの、出産・子育て期の30代以上で転出超過傾向となる。（主に紫波町・滝沢市が多い。）
・「県内（盛岡広域以外）」は、男女とも進学期の15歳から19歳までで最も転入超過が多くなる。
・「秋田県・青森県」は、男女とも進学・就職期の15歳から24歳までで転入超過が多くなる。
・「仙台市」は、15歳から39歳までの全年代で転出超過となる。「東京圏」は男女とも20歳から24歳までが最も多く転出超過となるが、男女とも35歳以上で転入超過となる。

17資料：住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成）を本市で加工



【社会動態】 3-5 産業別従事者数の状況

◼本市の産業別従事者数は、全国・県と比較して、卸売業・小売業・医療・福祉などの第３次産業が多く、工業用地不足などにより製造業などの第2次産業が少ない。

18
資料：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」、RESAS（産業構造マップ-全産業の構造）

第2期盛岡市工業ビジョン https://www.city.morioka.iwate.jp/jigyousha/1026070/kogyo/1042462.html

https://www.city.morioka.iwate.jp/jigyousha/1026070/kogyo/1042462.html


【意識調査】 4-1 転入者・転出者の異動理由

◼令和5（2023）年の盛岡市への転入・転出理由は、「転勤」「就職・転職」の順に多くなっており、本市の異動理由はいわゆる就業に関わるものが多い。
◼住宅取得のための転出が転入を上回っている。

19
資料：住民異動（転入者・転出者）に係るアンケ―ト調査結果（盛岡市都市戦略室資料） 2023.4.1～2024.3.31までの転入者・転出者の住民異動届時に異動理由アンケートを実施



【意識調査】 4-2 県外へ転出した理由（盛岡市・岩手県立大学地域協働研究）

◼盛岡市から東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）・宮城県へ令和5（2023）年度に転出した18 歳以上40歳未満の約2,800人に転出理由調査を実施した。
◼転出理由で最も多いものは「希望する就職先があった」ことで、就職先に希望したことは約79％で「職種や仕事内容」、約73％で「給料」をあげている。
◼今後のUターン意向は「戻りたい・できれば戻りたい」で約42％で、盛岡市に実家がある人のみでみると「戻りたい・できれば戻りたい」で約52％となる。男女別では、「あまり戻りたく
ない・戻りたくない」の否定的な意向を持つ人の割合は、男性（約24％）よりも女性（約31％）の方が多い。

◼ Uターンに肯定的な人が戻るための条件として「市内に希望する就職先がある（約61％）」が最も高く、職種の多様性や雇用の質が重要であることがわかる。男女別では、「市
内に希望する就職先がある」「理想のライフスタイルが叶えられる」の選択割合が女性よりも男性が高く、「子育て環境・子どもの教育環境が良い地域」「実家に住むことを求められ
た場合（家族の近くで生活するため）」の選択割合が男性よりも女性が高い。（調査報告書全文は https・・・（後日挿入予定））

20資料：令和６年度岩手県立大学地域協働研究（ステージⅠ）「盛岡市へのUターンに関する意識調査」（盛岡市における次期まち・ひと・しごと創生総合戦略改定に向けた若年層の社会動態に関する実態調査）
https://www.iwate-pu.ac.jp/contribution/r_c_research/?sfid=1850

【調査概要】①調査対象者…令和5年4月1日から令和6年3月31日に盛岡市から東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）及び宮城県へ転出した18歳以上40歳未満（令和6年3月31日現在）の方2,856人
②調査方法…Webアンケート（全18問） ③調査期間…令和6年7月23日から令和6年8月25日まで ④回収数…504票（回収率19.0％ ※宛所不明等による対象者への不着除き）
⑤回答票の年齢構成 18～19歳（59人・11.7％）、20～24歳（182人・36.1％）、25～29歳（129人・25.6％）、30～34歳（77人・15.3％）、35～39歳（51人・10.1％）、40～45歳（6人・1.2％）
⑥調査実施者…盛岡市（市長公室企画調整課都市戦略室）、岩手県立大学総合政策学部教授 堀篭 義裕 （共同実施）

表１ 盛岡市から転出した理由 （複数回答、単位％） (N=504)

1 盛岡市以外の地域に希望する進学先があったから 23.4 

2 盛岡市以外の地域に希望する就職先があったから 43.3 

3 会社内の異動のため 18.8 

4 家族の転勤や転職のため 10.1 

5 結婚のため 4.6 

6 配偶者と離別、又は、死別のため 0.4 

7 子育て環境・子どもの教育環境が良い地域で生活したかった
から

1.6 

8 実家に戻るため（家族の近くで生活するため） 4.8 

9 都会で生活したかったから 17.1 

10 その他 8.3 

表２「希望就職先が盛岡市以外にあった」人が就職先に希望
したこと （複数回答、単位：％）

(N=218)

1 職種・仕事内容 79.4 

2 やりがい 31.2 

3 給料が良い 73.4 

4 プライベートな時間を取れる 32.1 

5 成長できる環境 49.5 

6 社会的な評価 20.2 

7 社会に貢献できる 17.0 

8 その他 6.0 

表３ 今後のUターン意向
（単位：％）

全体
(N=504)

男性
（N=207）

女性
（N=293）

実家が
盛岡市
(N=286)

1 戻りたい 17.7 19.3 16.7 25.2 

2 できれば戻りたい 24.6 22.7 26.3 27.3 

3 あまり戻りたくない 13.7 11.6 15.0 13.3 

4 戻りたくない 14.9 12.6 16.7 8.7 

5 わからない 29.2 33.8 25.3 25.5 

総計 100.0 100.0 100.0 100.0

表４ Uターンに肯定的な人が戻るための条件
（複数回答、単位：％）

男性
（N=87）

女性
（N=126）

全体
(N=213)

1 盛岡市内に希望する進学先がある場合 3.4 2.4 2.8 

2 盛岡市内に希望する就職先がある場合 66.7 57.9 61.5 

3 結婚した場合 17.2 18.3 17.8 

4 子育て環境・子どもの教育環境が良い地域
で生活が送れる場合

27.6 39.7 34.7 

5 実家に住むことを求められた場合
（家族の近くで生活するため）

14.9 19.8 17.8 

6 理想のライフスタイルが叶えられる場合 59.8 54.8 56.8 

7 その他 10.3 11.9 11.3 

https://www.iwate-pu.ac.jp/contribution/r_c_research/?sfid=1850


【人口減少の課題】 5-1 人口減少が地域の将来に与える影響
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主な分野 人口減少が与える主な影響や課題

１ 経済・産業への影響 ・生産年齢人口（15～64歳）の減少により、労働力不足や消費の縮小などを招き、経済成長にブレーキをかける要因となり得る。
・総人口の減少により、購買力の低下、サービスを受ける者の減少等につながり、消費支出全体が減少するおそれがある。
・本市の産業別就業人口の８割以上を占める第３次産業（小売・サービス業等）の雇用機会の減少をもたらし、更なる人口減少を
招きかねない。

・人口減少によって生活関連サービス産業の撤退が進み、生活に必要な商品やサービスを入手することが困難になるなど、日々の
生活が不便になるおそれがある。

２ 医療・介護・福祉への
影響

・総人口が減少する中で、老年人口（65歳～）の割合は増加し、医療・介護などのサービスの需要が高まることが予想される。
・生産年齢人口の減少により、これらの需要に応える人材が不足していくおそれがある。

３ 都市機能、地域公共交
通への影響

・教育、医療、商業等などの都市機能が維持されるためには、一定の商圏規模、マーケットと、それらを支え利用する人口が必要
となる。都市機能の低下に伴ってまちの魅力が減退すると、若年層を中心とした人口の流出を招くおそれがある。

・鉄道や路線バスなどの公共交通は、地域住民の通勤・通学、買い物等の移動手段として不可欠な役割を担っており、地域の社会
経済活動の基盤である。児童生徒数や生産年齢人口の減少に伴い通勤通学者等の利用が減少し、経営環境の悪化により、路線の
減便や廃止による利便性低下の恐れがあるほか、高齢者など交通弱者の移動手段の確保が課題となる。

４ 地域コミュニティへの
影響

・都市部においては単身世帯の増加や住環境・生活様式の変化、農村部においては人口流出による過疎化や高齢化などにより、活
動の担い手の減少などを招き、活力が低下することが懸念される。

５ 空き家の増加による
生活環境への影響

・空き家の長期的な放置は、景観の悪化のみならず、倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害と
なるおそれのある状態等にもつながり、周辺の生活環境への影響が懸念される。

・空き家率は上昇傾向にあり、人口減少の進行により、今後も空き家の増加が懸念される。

６ 教育・地域文化への
影響

・児童生徒が減少することにより、学級数等の減少が進行し、望ましい教育環境の確保が困難になるおそれがある。
・少子化や過疎化の進行により、郷土芸能や伝統行事などを継承する担い手の不足が懸念される。

７ 行財政への影響 ・経済活動の縮小によって税収が減少する一方で、高齢化の進行から介護・福祉などの社会保障費の増加が見込まれ、新たな課題
に対応する財源が乏しくなるなど「財政の硬直化」が進むおそれがある。

・税収が減少することで、行政サービスの水準が下がることにより、都市の活力低下を招きかねないおそれがある。
・税収の減少と利用者の減少が予想される中、高度経済成長期に建設された公共施設や道路・橋・上下水道といったインフラの老
朽化問題への対応も必要となる。築50年を超える施設が年々増加し、更新需要が増加することが見込まれるが、全ての施設を
大規模工事により更新していくことは極めて困難な状況にある。

◼人口減少の進行は、市民生活のあらゆる分野に影響を与え、地域全体の持続可能性を大きく揺るがしかねない。
◼人口減少のスピードを緩和するための対策や、人口規模が縮小しても社会を機能させる対策について、市全体で十分に重要性を認識しながら対策を進める必要がある。

資料：盛岡市人口ビジョン（令和5年3月更新版）https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1030909/1030790.html
岩手県人口ビジョン（令和2年3月改訂）https://www.pref.iwate.jp/kensei/seisaku/suishin/1011373/1011374.html
令和６年版 国土交通白書 https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r05/hakusho/r06/pdfindex.html
「地方創生 2.0 の「基本的な考え方」（概要）」 内閣官房（新しい地方経済・生活環境創生本部） https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_chihousousei/pdf/gaiyou.pdf

https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1030909/1030790.html
https://www.pref.iwate.jp/kensei/seisaku/suishin/1011373/1011374.html
https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r05/hakusho/r06/pdfindex.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_chihousousei/pdf/gaiyou.pdf


【人口減少の課題】 5-2 本市の人口動態の現状と課題（まとめ）

◼本市の人口動態の現状をまとめ、今後取り組むべき課題を整理する。
◼本市の喫緊の課題である人口対策について、人口減少のスピード緩和のために、生産年齢人口の増減に対して直接的に影響する社会減・自然減対策への取組は、重点的に
取り組むべき課題である。さらに、今後人口減少により顕在化する課題にも対応するため、人口規模が縮小しても社会が機能する持続可能なまちづくりも進めていく必要がある。

22

本市の現状（まとめ） 今後の課題（キーワード）

人口動態
全般

・総人口は平成12（2000）*年がピークで以降は減少傾向。全国よりも8年早く減少局面に入る。*組替人口

・東日本大震災が発生した平成23（2011）年以降は、避難者等の転入により一時的に微増したが、平成
27（2015）年以降は減少に転じ、以後毎年減少している。

・年齢３区分別人口では、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加している。
・社会動態は平成８（1996）年以降転出超過となり、平成13（2011）年以降一時的に転入超過、平成
27（2015）年より再び転出超過となり、社会減が加速している。

・自然動態は出生者数の減少と死亡者数の増加が同時に進行し、長期的に減少している。
・平成27（2015）年以降は自然減・社会減とも同時進行し、人口減少が急速に加速している。
・外国人住民は転入超過が続き増加傾向である。（留学、就労などの理由が多い）
・地域別では、市の南・西・中心部で人口増加傾向（宅地開発、マンション分譲等）、北部で減少傾向

■人口減少のスピードを緩和する対策
（社会減・自然減対策）

■人口規模が縮小しても経済成長し、
社会を機能させる適応策
（生活関連サービス、地域コミュニ
ティ、公共交通、インフラの効率
的な維持更新、DX活用、人材育成、
効率的な行財政運営等、人口減少
下でも持続可能なまちづくり）

自然動態 ・合計特殊出生率は長期にわたり減少傾向で平成17（2005）年頃から上昇に転じ平成27（2015）年に
は1.4人台に回復、その後再び下降傾向となる。

・本市の婚姻率は年々減少し、初婚年齢は年々上昇している。（未婚化・晩婚化の進行）
・34歳以下の母親の出生数が減少しており、若い世代の出生率が低下している。35歳以上の母親の出生
数は横ばいである。

・未婚率及び有配偶者出生率の全国比較では、本市は全国平均並みである。
・15歳～49歳の女性人口は年々減少、直近10年では子育て世代の30代女性の減少が目立つ。
・出生率低下に影響を与えている「未婚化、晩婚化、若い世代の出生率低下、女性人口の減少」が進行
している。

・死亡率は急速な高齢化の進展等により毎年過去最大値を更新している。

■結婚・出産・子育ての希望が実現で
きる環境づくり

・妊娠期から子育て期までの切れ目な
い支援

・「共働き・共育て」の機運醸成
・若年層の所得向上や将来への不安の
解消につながる取組（雇用対策等の
社会減対策と両輪、子育て世代への
経済的支援、子育て世代向けの住宅
環境の創出 等）

社会動態 ・本市の社会増減は、主に若年層の進学や就職による影響を大きく受けている。
・男女とも15歳から19歳の進学期に転入超過（主に県内、青森県、秋田県）があり減少が抑えられてい
るが、就職期の20代の転出超過（主に東京圏、仙台市へ）が顕著である。

・男性は30代から転入超過となるが、女性は50代まで転出超過が続く。（生産年齢人口の女性の流出）
・女性は男性の約1.9倍転出超過数が多い。
・東京圏へは20～24歳で転出超過数が最多となるが、35歳以上で転入超過となる。
・仙台市へは、15歳～39歳の全年代で転出超過となっている。
・産業別従事者数では第３次産業が８割以上を占め、製造業などの第２次産業が少ない。
・本市の転出入の理由は「転勤・就職・転職」など就業に関するものが多い。住宅取得のための転出が
転入を上回っている。

・東京圏、仙台市へ転出した若年層の本市へのUターン希望者は４割を超えるが、Uターン条件は「希望
する就職先があること」が最も多く、職種の多様性や雇用の質が重要であることがわかる。

■若者や女性にも選ばれる職場や暮らし
・雇用の質の充実など魅力ある働き方
や就業環境づくり、安心して働き暮
らせる環境づくり、職種の多様性
（選択肢拡大）

・働き方改革による労働生産性の向上
や賃金の上昇、DX活用、人材育成

・地域資源を最大限活用した高付加価
値型の産業・事業の創出

・まちの魅力発信
・交流人口や関係人口の創出、拡大
・移住定住促進（Uターン希望者等）

参考： 「地方創生 2.0 の「基本的な考え方」（概要）」 内閣官房（新しい地方経済・生活環境創生本部） https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_chihousousei/pdf/gaiyou.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_chihousousei/pdf/gaiyou.pdf


【人口の将来展望】 6-1 盛岡市の実人口と推計人口（社人研）の比較

◼今後の人口対策を検討するため、国勢調査における本市の人口（以下「実人口」）と国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）で公表した推計人口（2013年
推計）を比較する。

◼令和２（2020）年の実人口は、平成25（2013）年時の推計値 287,606人よりも 2,125人上回る、289,731人となっている。
◼平成27（2015）年からの人口対策（社会減・自然減対策）の取組により、人口見通しが改善し、一定の成果が出ているといえる。
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資料：盛岡市総合計画基本構想（令和７年度（2025年度）～令和16年度（2034年度））を一部加工 https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1009760/1045034/index.html

社人研推計値より
+2,125人

https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1009760/1045034/index.html


【人口の将来展望】 6-2 将来人口推計①（総人口）（盛岡市総合計画基本構想）
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計・市町村別）」 https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/2gaiyo_hyo/gaiyo.asp

盛岡市総合計画基本構想（令和７年度（2025年度）～令和16年度（2034年度））を一部加工 https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1009760/1045034/index.html

社人研推計値より
+2,450人を見込む

【推計条件】①推計方法…コーホート要因法（出生、死亡、移動等の人口の変動要因の動向を仮定してコーホート（出生年が同じ集団）毎に将来人口を推計する方法）
②基準人口…2020年国勢調査人口
③仮定値…「子ども女性比」出生に関する仮定値（0-4歳人口の20-44歳女性人口に対する比）。2020年の実人口を基準として求めた上で、その値が将来にわたって一定に推移すると仮定して設定。

…「生残率」ある年齢𝑥歳の人口が、５年後の年齢𝑥+５歳に達するまで生き残る確率。社人研推計では岩手県内の市町村で同一に設定しているが、その値よりも本市の方が高い傾向にある
ことからその分を考慮して設定

◼急激な人口減少を緩和するため、人口対策を更に強化し、その効果が着実に表れることを見込むこととし、盛岡市総合計画基本構想（令和７（2025）年度～令和16
（2034）年度）において本市の将来人口を推計した。

◼令和17（2035） 年における 推計人口は、令和２（2020） 年の実人口と比較して約９％（25,076人）減少するものの、社人研推計人口より 2,450人多い
264,655人と見込み、これを目標値としてまちづくりの取組を推進する。

対策強化による
人口減少スピードの緩和

https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/2gaiyo_hyo/gaiyo.asp
https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1009760/1045034/index.html


【人口の将来展望】 6-3 将来人口推計②（年齢区分別人口構成）（盛岡市総合計画基本構想）
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◼盛岡市総合計画基本構想における年齢三区分別人口構成の推計人口では、令和17年（2035 年）では、年少人口26,670人（10.1％）、生産年齢人口 148,254
人（56.0％）、老年人口89,731人（33.9％）と見込む。

◼計画期間の令和7（2025）年度～令和16（2034）年度の10年間において、人口減少への対応をより意識した推進体制や進捗管理などによって一貫した事業推進を図
り、全市を挙げてこれまで以上に重点的・効果的に人口対策の取組を進める必要がある。

資料：盛岡市総合計画基本構想（令和７年度（2025年度）～令和16年度（2034年度））を一部加工 https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1009760/1045034/index.html

実績← →推計（盛岡市独自推計）

https://www.city.morioka.iwate.jp/shisei/keikaku/sogotekiplan/1009760/1045034/index.html
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